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不完全国家の理論 に向けて
一 アフリカと経済開発研究の盛衰

高 橋 基 樹

アフリカの貧困に対処するための新しい開発経済学が求められている。合理的経

済人と市場の遍在を理論的前提とする新自由主義的思潮の席巻は,従 来の開発経済

学の役割を不要にしたかに見えた。しかし,不 完全市場の理論や,主 体の複雑な意

思決定メカニズムへの注目は開発のミクロ理論の発展をもたらした。また外部経済

性,規 模の経済性,収 穫逓減などの理論は開発経済学を再生させたとも評価されて

いる。これらの新 しい開発経済学は政府の役割を強調するのが一般的であるが,政

府 ・国家 ・制度の理論としては十分でない。新古典派を超克 しようとして新 しい政

治経済学を目指したベイツは,結 局のところ合理的経済人の枠組みから外れること

ができず,ア フリカ国家の理論を築くことはできなかった。センの提案する人間の

選択の要素の多様化は,政 府 ・国家 ・制度の理論を含む新しい開発研究の進展に寄

与するもので,開 発経済学の再検討にとって示唆するところが大きい。

キー ワー ド 不完 全 市場,協 調 の失 敗,ア フ リカの貧 困,政 府 の役 割

「暴力 を用いることは,経 済の精神 一通常の意味での一にいちじるしく反すること

である。だから,直 接に暴力を使 って財 を掠奪す るとか,戦 争によって直接に相手方
　

の行動 を強制的に抑圧するとかのような行為 を,経 済行為 と呼んではならない」

一 マ ックス ・ウェーバー

Lは じ め に

言 うまで もな く,サ ハ ラ以南のアフリカ(以 下単にアフリカ)は,中 長期の経済パフォー

マ ンスが最 も劣悪な地域である。アフリカのみがひとり,グ ローバ リゼーションのうね りの

なかで,マ ージナ リゼーション(周 縁化)の 淵に立たされているかに見える。地域 としての

アフ リカは,経 済学および開発研究にとっての最後のフロンティアであるか もしれない。

まさに経済学 ・開発研究には,ア フ リカの開発 ・貧困削減に向き合 うことが求め られてい

る。言 うまで もな く開発研究は,経 済学 自体の変遷 と進展に呼応 しながら展開を遂げてきた。
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近年,経 済学は市場の失敗論・「協調の失敗」論,開 発の ミクロ経済学,制 度分析,そ して新

政治経済学 といった新たな成果を生み出 しつつある。それらが有益なものであるなら,こ れ

を総動員 してアフリカの危機 と貧困のメカニズムを明らかにし,危 機 と貧困を解決するため

の処方箋 をしたためなければならない。

経済学の知見に依拠 してアフリカは じめ途上国の開発政策を処方する作業は,過 去 にい く

度 も行われてきた。だが,成 長に対する投資の一義的な効果に期待する近代化政策,一 次産

品の交易条件不利化を根拠 とする輸入代替工業化政策,そ して新古典派経済学に基づ き市場

原理による効率的資源配分 をめざした構造調整政策,そ のいずれ もがアフリカを貧困の罠か

ら脱却 させ ることに失敗 した。

アフリカの困難は,現 代の経済学 ・開発研究に突 きつけられた重い課題である。そ して,

その重さは,開 発研究の根本的問い直しを迫るものであるか も知れない。が,そ のことを云々

するまえに,果 た して上で触れたような経済学の新 しい成果 を動員 したなら,ア フリカの開

発 ・貧困削減 という重い課題 に答えられるのか どうかを,吟 味 しておく必要があるだろう。

以下では,ま ずIIで アフリカの経済危機 を打開 しようとした最初で最大の取 り組みである

構造調整について触れ,そ の開発の研究 と実践 における含意 について素描する。そしてIIIで,

ポス ト新古典派の議論として提出された 「開発の ミクロ経済学」の形成,そ して開発経済学

の 「再生」の試みを吟味する。 さらにIVで はこれらの新 しい開発研究において未解決の 「政

府」 と 「国家」の分析 に,新 しい視座を与えつつあるかに見える 「新政治経済学」に注 目す

る。そ して,そ の方法論 と分析が果た してアフ リカの状況の把握 というわれわれの課題に応

えられるものであるかどうか,検 討する。

II.新 自由主義的思潮 と開発経済学の 「死」

アフリカの危機を打開するための本格的な取 り組みは,1980年 代の構造調整政策 をそのは

じめ とす る。 よく言われるように,構 造調整政策は,そ れまでの途上国に一般的だった政府

主導の開発政策 に対 して,市 場経済原理 と経済均衡の政策原則を対置 した という意味で,新

古典派的,あ るいは新 自由主義的であった。

構造調整政策は,世 界銀行(世 銀)と 国際通貨基金(IMF)の 政策条件としてアフ リカを

はじめとする多 くの途上国に対 して要求 された ものである。 これ ら国際開発金融機関が政策

条件 を支援対象国に要求す る場合,そ の要求の拠って立つ論拠は,公 平性の点から,ど の国

について も同 じの ものにならざるを得ない。必然的に構造調整政策は,多 種多様な途上国へ

の,画 一的な経済改革プログラムの適用 というかたちをとった。結果 として,こ の政策は,

新古典派経済学 というひ とつの経済理論に基づいて途上諸国の経済政策 を一挙に転換する壮

大 な実験 としての性格 をもつことになった。
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その新古典派経済学の広汎な実践的適用 としての構造調整政策は,20世 紀後半の開発の歴

史に酷烈な転換を迫 った。それまで開発研究 ・援助政策において影響力を有 していた非 ・新

古典派の諸思潮が一斉 に 「死」を宣告されたのである。従属理論や輸入代替工業化政策はも

とより,ケ インズ主義的な公共投資主導理論,途 上国の社会 と経済の特殊なあ り方を認める

構造主義,べ 一シック・ヒューマ ン・ニーズ(BHN)・ アプローチなどが,軒 並み不適切な処

方箋におとしめられた。従属理論や輸入代替工業化はその国際的な市場メカニズムへの敵対

的態度において,公 共投資主導理論やBHNア プローチは公的債務膨張の元凶 として,ま た

収穫逓減 を考慮 しない理論的欠陥において攻撃された。そ して構造主義は,根 拠を欠いた ま

ま途上国の小農など経済主体を非合理的な存在 と捉える議論 として一蹴 されたのである。

現在 から見れば,構 造調整政策が,当 時進展 しつつあった新たな主流派経済学の展開を十

分考慮 しない,か なり素朴な論理体系を元にしていたことは否定できないだろう。それに も

かかわらず,構 造調整政策は広汎な途上国で開始 され,現 在の多数の途上国が採用す る市場

指 向型経済政策の骨格 となるほ どの影響力を持った。その影響力の大 きさについては,も ち

ろん世銀 ・IMFの 国際援助における強い指導力を考慮に入れる必要はあるが,他 に も無視で

きない根拠がある。それは,開 発の担い手としての政府 に対する信頼の失墜である。公共投

資主導理論,構 造主義 従属理論,輸 入代替工業化理論,BHNア プローチのいずれもが,政

府が開発 を主導することを暗黙のうちに前提 としていた。 これ らの理論や政策の展開の果て

に,ア フ リカをは じめ とす る貧困な途上国を見舞ったのは,国 際収支 ・財政収支の赤字,対

外債務の累積,イ ンフレーションの昂進であった。構造調整前夜の1970年 代末,多 くの貧困

国政府 はこうしたマクロ経済危機の前に立ちす くむ他なかったのである。新古典派的な,政

府 に対する否定的な見方は,ア フ リカなど貧困国における状況が要請 したもので もあった。

構造調整政策 とそれを支えた伝統的な新古典派理論は,開 発思潮のなかで政府の役割 を否
　

定的に捉えた初めての政策 と理論 となったといえよう。こうした新 自由主義的思潮の含意は,

すなわちどのような貧困途上国においても市場原理は機能するということであり,開 発の担

い手としての使命を果たせていない政府の役割は小 さくされるべ きだとい うことである。言

い換えれば,政 策の要諦は政府に替えて市場 を機能させ ることである。その点において政策

の内容はどこの国においても同 じものになるべきなのである。そればか りではなく,市 場原

理が働 く(は ずである)と いう点においては,途 上国 と途上国の間,そ して途上国 と先進国

の間においてさえ も違いがないということになる。つまりは途上国 と先進国の経済に原理的

な違いはないのであ り,し たがって途上国の経済社会のあり方をそれ 自体 として開発の観点

か ら考察す ることに大 きな意味はな くなる。構造調整政策の広汎な展開 と新 自由主義的思潮

の勃興は,開 発政策 と途上国経済研究の固有の意義 を否認 した。開発経済学が生命を終えた
ヨ

か ど う か は と もか く,ひ とつ の終 わ りを迎 え た こ とは確 か で あ る。
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1980年 代 に広 く実施 された構造調整政策 は,冷 戦終焉後に一気に加速する市場経済原理の

地球全体への拡大を,ア フ リカを含む途上国において先取 りする意味 をもった。その意味で

い くつかの途上国にグローバル化への参画の途を開いたかに見えるこの政策 は,し かし,ア

フリカをは じめとする貧困諸国においては,危 機の打開,成 長の喚起 という点で実効をあげ

られなかった。そればか りか,構 造調整政策の実施支援のために注 ぎ込 まれた世銀 ・IMFを
る

は じめ とす る援助機関 ・援助国(ド ナー)の 融資は,そ の多 くが累積債務 と化 した。

アフリカにおける構造調整の失敗の要因については多 くの議論がされ,い くつかのことに

ついては広い合意が得 られている。そのひとつは,政 府の問題である。政府 を基本的に非効

率の根源 とみな し,そ の役割の削減 を追い求めた構造調整政策は,し か しその政策の実施主

体 として同 じ政府を想定 していた。 もし新 自由主義的思潮が政府性悪説に立 っているのだ と

すれば,ア フリカの政府 に構造調整の全 き実施 を求め ることは,悪 魔 に悔悟 と更正を求める
　

ような矛盾だろう。批判派はこれ を称 して 「新古典派のパラ ドックス」 と呼んだ。

構造調整の失敗を受けて,新 自由主義的思潮によって息の根を止められたかに見 えた開発

経済学は,再 び新たな枠組みの構築に向けて旅立つことになった。それを促 したのは,主 流

派経済学 自体におけるパ ラダイム転換であった。

III.開 発 経 済 学 の 「再 生 」

III-1.ポ ス ト新古典派の開発理論

構造調整の広汎な実施のかたわらで,そ れに理論的根拠を与えたはずの新古典派経済学 自

体が,次 々と生起する経済学の革新 によって変わり始めた。そ うした動 きは,開 発研究にも

大 きな影響を与えずにはいなかった。1980年 代後半から,そ の影響は,開 発経済学の 「再生」

とも呼ぶべ き事態をもた らした。大雑把に分ければ,そ の 「再生」は,開 発のミクロ経済学

の展開と,開 発のマクロ理論の再構成 として語 ることができるだろう。

III-2.開 発の ミクロ経済学の展開

III-2-1不 完全市場のミクロ経済学

経済学の新 しい成果を最 も貧欲 に導入 しているのが,開 発のミクロ経済学の分野であろ う。

その狼煙 を上げたのがスティグ リッツの論文,そ の名 も 「新開発経済学」(Stiglitz[1986])

である。彼は,自 らのアプローチの主要な前提 を挙げている。

(1)途 上国の農民を含む個人は相 当程度一貫 した行動 をするという意味で合理的である。

② 個人の得る情報は不完全で,費 用のかかるものであ り,従 って個人の行動は,完 全情

報の下で想定されるもの とは異なったものとなる。

(3)個 人は情報費用その他取引費用に順応 して行動す るため,に れら費用を克服す るため
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の)制 度は内生的に作 られる。そして環境の変化は制度構造の変化をもたらす。

(4)不 完全情報,不 完全市場の下ではパ レー ト最適な資源配分は得 られない。こうしたこ

とは途上国ではより顕著である。

㈲ パ レー ト最適でない状況では,政 府の介入によって効率性の改善が見 られる場合があ

る。が,そ れは政府(当 局者)に,経 済構造についての十分な知識,少 な くとも民間

部門 と同程度の情報,パ レー ト効率改善へのインセ ンティブが備わっていることが条

件 となる(Stiglitz[1986:257-8])。

こうした前提 に立って,ス ティグ リッッは,途 上国の在来の制度に対 して,こ れまでとは

全 く異なる解釈 を試みようとする。市場の機能を不完全にするさまざまな要素を考察に組み

入れ ることによって,以 前は非効率で不合理なもの と捉 えられがちであった,途 上国の経済

主体の選択 ・行動 と,そ れによって形成 される制度のメカニズムに合理的な解釈を与 えるこ

とが可能となったのである。そのなかの代表的な例が,分 益小作制である。それ まで途上国

農業の停滞の原因と考えられてきた分益小作制が,情 報の不完全性,リ スク,モ ラル ・ハザ

ー ドといったことに対処するための制度 として合理的なものと考えられることを明らかにし

た(Stiglitz[1986:258-9])。 「開発のミクロ経済学」がここに誕生 したのである。

開発の ミクロ理論は,さ らに市場の不完全性だけではな く,途 上国の小農や零細業者など

の主体の均衡 について も在来の理論 と捻異なる解釈を加えようとする。そのひとつが,主 体

の最適化行動の非分離性への注 目である。消費者としての最適化行動,生 産者としての利潤

最大化行動の二側面を考慮することによって,小 農や零細業者の行動をより整合的に理解 し

ようとするものである。途上国の庶民の生産は,農 村の 自給的な食糧生産に しろ,都 市イン

フォーマル部門の零細手工業に しろ,そ れに生活と生存をかける各世帯の生業として行われ

ている。そうした生業は,生 産効率の点か らだけ見れば非合理的な場合があるが,生 存 ・消
　

費の観点 を組 み入れることによってより合理的な解釈が可能となる。こうした開発の ミクロ
ア

理論は,近 年開発研究において最 も目ざましい成果 を挙げつつある。

III-2-2主 体間平準化の理論

残念ながら,分 益小作制はアフ リカ農村で広 く見 られる社会現象ではない。開発の ミクロ

経済学の成果 を援用することに大 きな意義があると考えられるのは,ア フリカの農村 に特徴

的な状況 として知 られる,主 体・世帯の間の 「平準化(1eveling)」 である(伊 谷[1986],掛

谷[1974][1991]参 照)。 主体間平準化は,農 村内で主体間で所得が大 きく分散 している場

合 にも,消 費の収敏が見 られる状況を言う。こうした結果が もたらされるのは,明 らかに所

得の多い主体か ら少ない主体へ移転が行われているか らである。こうした平準化=分 け合い

の集団的実践 は,従 来,個 々の主体の蓄積 を阻害 し,先 進的な技術の採用を妨げる,非 合理



62 第188巻 第3号

的なものと考えられてきた。

だが,開 発の ミクロ理論からは,別 の説明が可能である。アフ リカの多 くの地域では,土

地は相対的に豊富であ り,長 く自由財であった。い くつかの例外 を除いて地主は存在せず,

従って小作制 も広汎には成立 しなかった。そのため,分 益小作制のようなリスク分散の方法

はとることがで きない。 これらのことを踏 まえて主体問平準化について次のような説明が可

能であろう。

土地が自由財であったことは,同 時に土地市場が成立 していなかったことを意味する。従

って,当 然土地を担保 とすることはできない。一方で人び とが散居形態で住み,各 世帯ごと

の 自給 自足 を基本 とする営農形態が根強い場合,貨 幣経済の全面的な浸透は難 しい。自給自

足が永続的であるのは,言 うまで もな く食糧ほか生活資料の広域的な市場が未発達だか らで

ある。余剰食糧の生産 ・貯蔵が容易でな く,他 方で食糧等の市場が未発達で必要なときに食

糧を入手することを期待で きないことは,個 々の世帯や農村が商品作物ほか食糧生産以外の

職業に特化することを妨 げる。生存のために必要最低限の ものを,自 分 たちで生産するにし

くはないか らである。アフリカのように旱害,虫 害,風 水害など様々な自然条件の過酷さが

あるところでは,農 民は リスク分散のために多様な作物を植えざるを得ない。それが食糧生

産において も特化 を妨げる。こうした状況は,言 い換えれば,農 民 ・農村が貨幣経済 ・市場

経済に生存 ・生活 を委ねていないことを意味す るだろう。

貨幣は食べることができない。地域によって大 きな偏差があるのは事実であるが,と りわ

図:主 体間平準化の背景
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け最低生存水準 に近い農民にとって,そ れをす ぐさま食糧に替 えることが難 しい場合,貨 幣

は,食 糧の代替物,価 値表象の手段た り得ない。発達 した市場経済社会におけるような全て

の商品 と交換 しえるような 「王」としての地位を貨幣は持たない(岩 井[1998:44-5,59-61]

参照)。

貨幣が浸透 しに くく,商 品市場が未発達であり,生 産力が低 くて農民に余剰が生 まれにく

いことは,農 村における信用市場の発達 を妨げる。信用市場の未発達は,土 地を担保にでき

ないことで助長 される。

貨幣経済が十分に浸透 してお らず,信 用市場 も発達 していなければ,近 代的な保険制度 も

十分発達 しないだろう。これは,生 産の失敗に備えて農民たち自身が何 らかの保険の手当て

を しなければならないことを意味 している。既に述べたように分益小作制はアフリカで広 く

見 られる制度ではない。上述の作物の多様化は農民の事前的な リスク分散の知恵であるが,

生産の失敗による所得の崩落 にはどう事後的に対処すればよいのか。

主体間平準化は,こ うした観点からかな りの部分,説 明できるだろう。信用市場,保 険市

場が未発達の状況では,農 村内部で保険の仕組みをつ くる以外にない。貨幣経済がある程度

浸透 しているところでは,農 村内部での金銭の相互貸借が見 られる。そうでないところでは,

食糧の現物の移転が行われる。こうした主体間平準化の基礎 をなすのは,消 費を生存水準以
き

上に保つための異時点問の消費平準化の論理である。

ところで,主 体間平準化に含まれる社会現象のなかに,ミ クロ理論では解釈 しきれない問

題がある。 というのは,平 準化によって起 こる個人 ・世帯間の資源移転は,往 々に して収支

が概略でも一致 しない。富める者,働 き者,幸 いな者は,一 方的に貧困で空腹なものに資源

を供与するという関係が見 られる。従来の言い方では,外 部的な行為だと言えよう。他方で,

商品作物や新 しい高収量穀物を栽培 した突出 した成功者は,し ば しば暴力的にその富 を減 ら

されてしまう9。こうしたことは,自 己合理性に基づ く集団の知恵としてだけ,主 体間平準化

を解釈できないことを意味 していよう。

III-2-3不 完全市場論 とマーケット・フレン ドリー ・アプ ローチ

不完全市場論 と主体の非分離性を組み入れたことは,開 発研究の政策レベルへのアプロー

チに新 しい局面 を切 り開いたと言ってよいだろう。スティグリッツが言うように,現 実の市

場は決 して完全ではな く,従 って,新 自由主義的思潮が想定す るような,単 純素朴な市場万

能主義は望 ましい結果 を生まないのである。情報が不完全であり,取 引コス トが高 く,リ ス

クと不確実性に満ちた世界に生 きている途上国の庶民 にとっては,政 府の規制介入を取 り除

いて,生 産インセンティブを改善 しただけでは,市 場向け生産 を持続的に拡大することはで

きない。庶民一人一人の利害が,自 己の生産 と消費の双方に規定されてお り,彼(女)ら の
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インセンティブ体系が分益小作制や主体間平準化といった既存の制度 と分かちがた く結び付

いている場合 は,な おさらである。

一方で,市 場は不完全であるか ら,そ れを補完す ることが政府などに期待されることにな

る。スティグ リッツが指摘するように政府には,自 らの手を縛って市場に十分な機能を発揮

させ ることだけでな く,そ れ以上に積極的な役割があることになる。この点の考えは,1990

年代初頭には世界銀行に も影響を及ぼすようになり,市 場の失敗を補完する範囲で政府の役

割を認める 「マーケット・フレン ドリー ・アプローチ」が,世 銀によって提唱されるように
　　

なった(WorldBank[1991])。 同アプ ローチは,構 造調整政策の修正の噛矢 となった。

他方,こ れ もスティグ リッッが言うように,政 府 も市場 と同様に万能ではな く,経 済構造

に関する知識や情報 を備えているとは限らない。市場への介入が成功するためには,政 府が

それ らを十分保有 していることが必要である。同時に政府に必要なのは,経 済全体の効率の

ために資源を用いようとする誘因である。

明らかに,こ うした市場 と政府についての見方は,新 自由主義的な考えと違って,貧 困国

の現実 をより論理整合的に説明できるものである。現実の貧困国には,完 全な市場 もなけれ

ば,市 場機能の発現のために自ら身を引 く善 き政府 も存在などしない。

だが,開 発研究の面か らは当然次に問題 になることがある。市場 と政府をより完全なもの

に近づけてゆ くためには何を成すべ きか,と いうことである。 もし一国レベルでの市場の不

完全性を正すべ き最適の主体が政府であるなら,ま ずは,政 府が完全な ものにより近づ くた

めには何が必要なのかが議論されなければならない。残念ながら,現 段階の開発の ミクロ経

済学では,こ の問いに対する答えを提出することはできないのである。

ここで不完全市場論の限界について,次 のことを踏 まえておくべ きだろう。岩井が指摘す

るように,ミ クロ的な市場の失敗論は,マ クロ理論には最終的には成 りえない。市場の失敗

を一般均衡分析に採 り入れただけでは,経 済全体の問題状況を説明することはで きない。一

国の市場経済が成立するためには,異 なる多様 な商品の価値 を体現する貨幣の普遍的な存在

がおそらくは必要であろう。市場の失敗 とは異なる経済現象,経 済全体の不均衡による大量

失業やハイパーインフレーションなどは,ミ クロ的な市場の失敗論では捉えられない。そう

した問題を引き起こす 「貨幣経済の不均衡」という純粋 にマクロ的な現象 を捉える必要があ

ると岩井は言う(岩 井[2000:190-193])。

ちなみに世銀のマーケッ ト・フレンドリー ・アプローチでは,こ うしたマクロ不均衡に対

処 して経済安定を維持することが政府の正当な役割 として認め られている。さて,III-2-

2で 述べたようにアフリカ貧困国では依然 として貨幣経済が十分に浸透 していない。貨幣は

普遍的には存在 しないのである。 とすれば,経 済全体を把握するという作業は当然,貨 幣経

済の外の領域 を合みこんだものとならなければならない。マーケット・フレンドリー ・アブ
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ローチでは,貨 幣価値の安定が,貨 幣経済の信認を強め,そ の浸透を促すという想定がされ

ていよう。 しか し,ア フ リカの農民が貨幣経済に組み込まれ るのを拒否 していることの背景

には,貨 幣その ものに生存 を委ねることを忌避 しているという主体的要因があるのであって,

貨幣価値の多寡 と安定性は本質的には問題ではない。その主体的要因を決定付けているのは,

リスクの高い自給自足的な生産生活形態である。貨幣 をどのように自給自足部門に浸透させ

るか,が 課題 となる。少な くとも政策論上,こ の課題を考究することが必要 となろう。

開発の ミクロ理論は,ま さに経済主体の ミクロ的選択 と行動の理論なのであって,一 国経

済の全体の在 り様 を明らかにするものではない。それが明らかにならない限 り,あ る社会の

唯一の正統な強制力(す なわち国家権力)の 主体 たる政府の姿 もまた,あ きらかにはできな

いだろう。

III-3マ クロ的開発理論の再構成

III-3-1ビ ッグ ・プ ッシュと 「協調の失敗」

旧来の新古典派の枠組みに修正を迫 る経済学の展開は,ミ クロ ・レベルだけで起 こったわ

けではない。新古典派の収穫逓減 ・費用逓増の主張に対 して疑問が向けられ,収 穫逓増,費

用逓減,外 部経済性などを採 り入れた成長理論が構築 された。 もちろんこれは開発研究に大

きな影響を与えずにはいなかった。

1980年 代後半以降,外 部経済性,収 穫逓増,そ して複数均衡の考えを組み合わせて,開 発

経済学の 「再生」を図ろうとする動 きが勢いを増 した。マーフィらによるビッグ ・プ ッシュ

論の新解釈がその代表的な例である(Murphy・Schleifer・Vishny[1989])。

ビッグ・プ ッシュ論は,具体的には開発経済学の始祖のひとりであるローゼンシュタイン=

ロダンが提唱 した,近 代諸産業への同時的な投資によって,一 挙に近代部門全体の発展を生

起 させ ようとする考えである(Rosenstein・Rodan[1943])。 このいわゆるビッグ ・プ ッシュ

論は,政 府の主導によって多数の近代産業の急速な発展を図 る思潮の端緒 となった。ヌルク

セは,こ うした思潮の中心人物 として,一 国経済の貧困を恒久化する一因を貧困であるが故

の需要の不足 に求めた。 そしてヌルクセは,マ クロ的供給(生 産=所 得)を 増やすためには,

それに見合 ったマクロ的需要を増やさなければならない,と 考えた。つま り,一 国の産業の

近代化は多数の部門が一斉に互いのための需要を作 り出 しなが ら,供 給を増や してゆ く均斉

成長によらなければならない,と 考 えたのである(Nurkse[1953=8-9])。

政府への信頼がいまだ厚かった時代,ロ ーゼンシュタイン;ロ ダンやヌルクセのアイデア

は,当 然のことながら政府の介入あるいは参入による全面的工業化振興戦略に結びつ くこと

になった。そうした戦略は,既 に述べたように,構 造調整に至る歴史の中で息の根 を止めら

れたのである。
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マーフィらは,巧 緻なモデル化を通 じて,葬 り去 られたはずのビッグ ・プ ッシュ論の再生

を企てた。彼 らによれば,あ る経済 には,伝 統的な収穫一定の多数の家内工業のみで全産業

が構成される場合 と,近 代的な収穫逓増の独占企業のみで全産業が構成される場合 との2つ

の均衡(複 数均衡)が あるとされる。 もし,価 格一定を仮定すると近代的均衡においては,

労働者の生産性が高 くなると同時に,賃 金率 もより高いために,パ レー ト的により望ましい

状態のはずである。従って,伝 統的均衡から近代的均衡にシフ トすることが必要と言 うので

ある。彼 らによれば,し か し,そ のシフ トは容易には起 こらない。あるひとつの産業が単独

で近代化のための投資 をしても,他 の部門からの需要の不足が予想 されるからである。近代

化によってもた らされるより大 きな供給は,よ り大 きな需要を必要 とするのである。こうし

たより大 きな需要は,各 産業が より高い賃金 を労働者に一斉に支払 うことによって実現する

はずである。 しかし,も し各産業が伝統的均衡の下での上記の予想にとらわれているとした

ら,近 代化のための投資 と高賃金は実現 しないだろう。その経済 は伝統的均衡にとどまった

ままとなる(Murphy・Schleifer・Vishny[1989:1007-1008,1013,1017])。

これは典型的な 「協調(coordination)の 失敗」の例 である。こうした 「協調の失敗」を打

開するために政府の役割が求められる余地がある。マーフィらによれば政府は,説 得 と激励,

投資の奨励(補 助金供与を含む)と 消費の抑制 を通 じてその役割を果たすことができる。あ

るいは,近 代化に必要であ りなが ら,同 様に 「協調の失敗」によって阻害 されるおそれのあ

るインフラス トラクチャーの建設に補助金 を与 え,産 業全般との相互補完関係 を作 り出すな

ど,投 資計画のコーデ ィネーションを図ることがで きる。彼 らによれば,こ うした役割 を果た

した典型的な例 は韓国の政府である(Murphy・Schleifer・Vishny[1989=1019,1023-1024])。

マーフィらに代表 される 「協調の失敗」論は,貧 困状況か ら抜け出せない途上国の社会経

済 に説明を加 えるにあた り,一 定の有用性がある。既に触れたが,何 故アフリカや貧困社会

の農民が,低 位技術の自給自足的小規模生産にとどまり,分 業 と特化を基礎 とし高位技術 を

用いる近代的生産に移行 し得ないのか。それは誰にとっても高位技術の均衡が良いことは明

白でありながら,分 業 と特化は,ま さに社会全体で起 こらなければ形成されえないものであ

るために,農 民各 自がバラバラに行う高位技術採用のための投資は無意味だからである。こ
　　

うしたことも 「協調の失敗」 としての説明が可能だろう。

あるいは,貧 困国における教育の普及の停滞についても 「協調の失敗」論 を応用す ること

がで きよう。多 くの論者が言 うように,教 育は教育を受けることでその後得 られる雇用,所

得,地 位等への期待 によって選択 される。貧困な途上国で教育,と りわけ中高等教育が普及

しないのは,明 らかに教育の期待便益の現在価値が,教 育にかかる期待費用の現在価値 を下

回るからであろう。それはマクロ的に見ると中高等教育卒業者への需要が少ないことを意味

している。さて,中 高等教育卒業者の雇用 を生み出す ようなフォーマル部門の企業は,や は
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り中高等教育卒業者が創 り出すのが普通である。企業 を担いえる中高等教育卒業者が少ない

ことはフォーマル部門の企業活動,ひ いては雇用を少な くするであろう。マーフィらの議論

を敷術すれば,フ ォーマル部門の企業の数が少ないことその ものが同企業数 を少な くしてい

る。煎 じ詰めれば中高等教育卒業者の数が少ないか ら中高等教育を選択する者が少な くなる

のである。中高等教育の就学率 を増やすためには,大 変困難ではあるが,就 学者 を一斉に増

やす とともにフォーマル部門の雇用が一斉に増大することが有益 であるか もしれない。

III-3-2「 協調の失敗」と開発経済学の 「再生」?

周知のようにマーフィらの考えは,ク ル ッグマンによって,一 度滅んだ開発経済学 を再生

させ るものとしての位置付 けを与えられることになった。この診立ては果た して正 しいだろ

うか。クル ッグマンによれば,ロ ーゼンシュタイン=ロ ダンらの初期の開発経済学者は,「優

れたアイデア」(クル ッグマン[1999:88])を 有 していたが,そ れをモデル化することはで

きなかった。そのことが,彼 らの主張が無視されるようになった原因であるというのである。

主流派経済学は,長 い間収穫逓増の考え方を受け入れ ようとせず,「規模の経済性 と市場規模

との間の相互作用を見落 として」 きた(ク ル ッグマン[1999:87])。 そこでは,個 々の合理

的な企業は優れた近代技術 さえあれば,そ れを採用するだろうという想定があり,到 底ビッ

グ ・プッシュ理論などは理解 されるはず もない。マーフィらが優れているのは,こ うした主

流派の想定 とは異なる前提に立 って,複 雑な現実を捨象 した単純明快なモデル を築 くことに

よってビッグ=プ ッシュ理論を定式化 したことにある,と クルッグマ ンは言 う。

だが,果 た して初期開発経済学(ク ル ッグマンの呼び方によれば 「高成長理論」)の衰亡が,

モデル化(の 欠如)の みで説明できるだろうか。より大 きな原因は,ク ル ッグマンも指摘 し

ているように(ク ルッグマ ン[1999:25-6]),初 期開発経済学が,所 期の 「高成長」を途上

国において実現できなかったことにある。 とすれば,開 発経済学の再生は,結 局のところ,

現実の開発に対 して優れた処方箋,あ るいは少なくとも提言を与えることによらず しては,

可能にならないはずである。

マーフィらの複数均衡論・「協調の失敗」論は,合 理的な個人・企業の行動 を自由にすれば,

全体 として も望 ましい結果が得 られるという新自由主義的な思潮の,非 現実的な素朴さを浮

き彫 りにする意味を持 った とは言えよう。 しか し,マ ーフィらは,新 自由主義的な思潮が正

当にも問題 にした,も う一つの失敗,す なわち 「政府の失敗」について十分 な注意 を払って

いない。開発研究者 として彼 らが見落としてはならなかったこと,そ れは,途 上諸国の政府

のなかでは,模 範 としての韓国政府のような存在 はむ しろ例外だ,と いうことである。マー

フィらの議論は 「協調の失敗」が近代化 ・工業化 を妨 げることの説明 としては鮮やかである。

が,そ れから一足飛びに政府のコーディネーションの役割を正当化するのは,そ れ こそ開発
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経済学を一度 「死」に至 らしめた原因について無理解であるという他ない。

クルッグマンは,深 い洞察を得 るためには,現 実を大胆 に捨象することを推奨 し,こ の点

でマーフィらのモデル を評価す る(ク ル ッグマン[1999:88])。 仮定の現実性に常に配慮 し

ようとするスティグリッツと好対照である(StigIitz[1986:262])。 モデルの構築においては

どちらも一長一短があろう。だが,明 らかなのは,モ デル化はいざ知 らず,開 発の現実に取

り組み,そ のための処方箋をしたためる場合は,そ の現実を無視することはできない,と い

うことである。社会における協調の失敗を克服す るための能力 を途上国の政府が必ず しも備

えている訳ではないこと,そ の現実を見落 としてはならないのである。

別の見方をす るならば,マ ーフィらは,ス ティグリッツらが指摘 している 「不完全市場」,

「市場の失敗」論については沈黙 している。同時に 「不完全な政府」の可能性について も何

ら語っていない。「協調の失敗」論 は,そ の意味で 「開発の ミクロ理論」と相互補完性 を獲得

することが必要 となろ う。

クルッグマ ンは,低 位均衡には 「非合理性,投 資家の近視眼性,変 化に対する文化的障壁,

未整備な資本市場,情 報伝達あるいは学習の問題」(クルッグマン[1999:88]と いった,合

理性の概念の外にあるさまざまな原因が関わっているであろ、うことを認める。 しか し,マ ー

フィらはこうしたことを全て捨象 している。低位均衡 は,そ の下での主体の合理的選択 と行

動の結果としての制度,例 えばそれはアジア農村における分益小作制であ り,ア フリカ農村

における主体間平準化 と不可分の関係にある。 ビッグ ・プ ッシュがこうした低位均衡 と不可

分の制度とどの ような関係に立つのか,全 く説明されていない。在来の制度は新 しい技術の

全面的採用にあた り,桂 桔 となるのか,あ るいは新技術に対応するかたちで自然 に変化を遂

げるのか,実 は開発経済学が開発経済学であるためには,こ うしたことへの関心と洞察は欠

かせないものであろう。

政府と制度を議論 し尽 くすことな しに,開 発研究の再生を果たすことはできない。

IV.開 発の政治経済学へ

IV-1.公 共選択論 と制度論:た だ乗 りからイデオロギーへ

もちろん,主 流派経済学に連なる人々が全て政府 あるいは政治,制 度の問題 を等閑視 して

きた訳ではなし㌔ 主流派経済学がその体系性 と理論的精度を増 し,社 会科学全体に大 きな影

響 を及ぼすようになるにつれて,そ の方法論 を経済以外の領域 にも及ぼ して考えようとする,

経済学拡張の動 きが顕著 となった。その領域のひとつが,政 治であり,制 度である。すなわ

ち,合 理的経済人の想定 と均衡分析の手法を用いて,政 治における政策決定のありようを説

明しようとする学問分野が生 まれた。言 うまでもな く,公 共選択論である。われわれの問題

関心にとって,無 視することはできないものである。
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公共選択論が,合 理的経済人という自己の利害について合理的な個 人を想定 したことによ

るひとつの帰結は,オ ルソンの 「ただ乗 り」理論である。人間があまね く自己合理的である

とす るなら,各 人 には常に他人の行動にただ乗 りして利益を得 ようとする契機があることに

なろう。 この集合行為の典型的な例 は,政 治的な資源配分を自己の有利に導 こうとす る政治

活動である。従って他人を便益から排除することので きない集合行為 は絶えず挫折の危機 に

さらされる。集合行為 は参加者が多数になるほどより困難にな り,こ れを成功に導 くために

は,強 制や明確 な報酬が必要 となる,と 言 う(Olson[1971])。

オルソンの 「ただ乗 り」論は,人 間の自己合理性(=利 己主義)の,政 治の世界への直裁

な拡張適用の性格を持 っている。この直裁さは,人 間の利 己的な本質 と,そ れが人間同士の

協力に及ぼす負の影響 を,冷 徹に挟 り出すことを可能にしている。だが,た だ乗 りの考えを

広 く拡張 し,社 会の全体や歴史を説明することは,絵 所が指摘す るように,人 間と社会の本

質 を著 しく単純化するものに他ならない(絵 所[1997:174])。

同時に,オ ルソンばか りでなく,彼 以前の公共選択論者におおむね該当す ることであるが,

次のような指摘 も可能であろう。仮に公共選択論の見方に従 い,代 議士,官 僚,そ れぞれの

利益団体の指導者等が,公 共的な動機ではなく,そ れぞれの立場で自己合理的に選択行動す

るとして,問 題 になるのは,代 議士,官 僚,企 業者あるいは組合指導者という社会的立場は

どのような社会的必要により,ど のように して成立するのか,と いうことなのである。公共

選択の議論では,各 々の立場を持った個々の主体が どのように行動 し,そ の集合的帰結が ど

の ようになるかというまさにミクロ的な問題 には答えられた としても,代 議制,官 僚制,企

業,労 働組合 といった制度が何故形成 されるに至ったかという歴史的な意味を説明すること

はできない。

この問題は,ア フリカ諸国の開発を議論する上ではなおさら重要である。何故なら,代 議

制,官 僚制,企 業等の制度は,紙 に書かれたかたちでは存在するが,制 度の実効性はきわめ

て乏 しいからである。制度の構築が改めて問題になっているのがアフリカであり,そ の他の

貧困国である。開発研究において重要な問いは,与 えられた制度の下でどのような主体間ゲ

ームが展開す るか,で あるよりもむ しろ,開 発に必要な実効的な制度はどのように したら形

成 され,構 築できるのか,と いうことなのである。

さて,新 古典派の方法論 を市場の理論への限定か ら解放 し,他 の領域に適用す ることを試

みて きたあらゆる研究者は,オ ル ソン以後,「ただ乗 り」概念 との格闘を強いられてきたと言

って差 し支 えない。開発研究に重要な示唆を与え続けてきている新制度派経済史学の建設者

ノースはその代表的な存在である。ノースは,全 経済史の新古典派的説明を基本 としつつ,

取引コス トを克服する手段 として制度を位置付け,市 場経済の必要か ら制度を内生的に説明

1.上らンLナ・.LかL.子 の一力で彼は暦史の窯際の変化が,利 己的な経済主体の行動の積
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重ねだけでは説明できないことに気づ いていた。そ して,人 間の利他的な行動を引き起 こす

ことのできるイデオロギーの役割 を積極的に認めようとした(North[1981:7-8])。 このこと

は,歴 史家 としてのノースの知的視野の広 さを示 していると言えよう。

だが,ノ ースによるイデオロギーの役割の肯定は,絵 所が言うように明らかに功利主義的

伝統からの逸脱であり(絵 所[1998:70]),合 理的経済人から出発す る論理体系に矛盾を持

ち込むものである。また盛山は次の ようにノースを批判 している。すなわち,イ デオロギー

は制度の一部なのだが,ノ ースは 「『制度を説明する』 という探求課題 と,『制度によって経

済活動を説明する』という探求課題の間を揺れ動いて」いる(盛 山和夫[1995:9])。 つまり,

ノースの議論は,制 度の内生的説明と,経 済の外にあるイデオロギーによる経済の説明との

間に折 り合いをつけられずにいると言うのである。

ノース とは別に,オ ルソン的な 「ただ乗 り」論に対 して,た だ乗 りを克服 し,人 々の協調

行動を促す制度の源泉 としての社会関係資本(SocialCapital)に 注 目したのが,政 治学者パ

ッ トナ4で ある(Putnam[1993])。 社会関係資本論は,現 代の開発研究においても頻繁に応

用 されるようになっている。経済的次元における 「協調の失敗」や市場を円滑に機能させる

ための制度の欠如,あ るいは政治的次元の紛争の頻発に関わって,貧 困社会における社会関

係資本の欠乏 とその蓄積の必要性 とが指摘 されている。 しか し,少 なくとも自己合理的な個

人像を前提 とした主流派経済学 に社会関係資本論を接木 しようという試みは,ノ ースに対す

るもの と同様の批判に直面せ ざるを得ないだろう。 自己合理的でただ乗 りへの契機を常に抱

えている個々人が,ど うしたら協力 して社会関係資本を作 り出すのか,説 明は容易でない。

自己合理的であるはずの個人像 と,イ デオロギーや利他心,公 共心によって動かされる個

人像 とは,論 理的にはすぐさま整合的にはならないものだろう。むしろ,個 人を経済的自己

合理性や利他性な どの属性 に分解す るのではな く,よ り現実の人間が持つ多面性を正面から

取 り入れ,そ れを分析 した方が,多 面的な現実を捉えようとするわれわれの目的に資する論

理的整合性が得られるのか もしれない。

IV-2.合 理的選択論:公 共選択論以後

新古典派の方法論を基本的に維持 しつつ も,前 提 となる個人像 を積極的に多面化するとい

う方法論 を掲げたのが,ア フリカ政治経済研究の歴史を塗 り替えたベイッである。

ベイッは,個 々の主体の合理性 と,そ れに基づ く選択が集合的 に作 り出す均衡 との分析を

自己の方法論的基礎 とする。ここまでは,主 流派経済学 と同様の前提 に立つが,ベ イッはあ

る重要な点で主流派経済学と一線 を画す。それは第一に,ベ イツにとって合理性 とはただ単

に個人が自分だけの経済的利益を追い求めることではない。そこには社会的,政 治的な利益

が含 まれるし,あ る個人が属する集団全体の利益 をはかろうとする利他的な利益 も含 まれる。
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第二 に,主 流派経済学においては,個 人の合理的選択は,完 全な情報に基づ く序数的な選好

の集合の反映 としてなされるとされるが,ベ イッにおいては合理的選択は,個 人が 自分の価

値観 に従って,最 も望ま しい選択をす ることにすぎない。第三に,個 人は合理的選択 をする

が,そ の合理的選択が集合的なもの となった場合には,不 合理な結果 となることがある。集

合的選択 は決 してパレー ト最適のような合理的なものではない(Bates[1983;134-142])。

方法論上,個 人の合理性を経済的なそれに限定することを拒否するベイツは,新 古典派的

な便宜主義的政府観 を否定すると同時に,制 度,政 治,政 府のあ り方や政策 といった ものを

経済的に(す なわち内生的に)の み説明 しようとする新制度派経済学のアプローチをも批判

する(Bates[1995])。 そこでベイッが企てるのは政治の独 自の論理を析出す ることによって,

アフリカの政治経済メカニズム(PoliticalEconomy)が 経済的な合理性 とは異なる帰結を生

み出すことを考察することである。

彼の有名なアフリカ国家論において,ベ イツは,経 済的には矛盾 しているが,政 治的には

合理的な選択 として農業政策を描 き出そうとす る。独立 して 日の浅いアフ リカの政府は,社

会の諸勢力と向かい合いながら,自 己の生存を図 らなければならない。都市住民,製 造業の

企業家は政治的に強大であ り,政 府は彼(女)の 利益 となる政策 をとる必要がある。貧困な

アフ リカにおいては食費が生活費の多 くを占めるため,食 糧価格を安 くすることが都市住民

の利益 となる。政府は食糧流通経路を独 占して農民からの買取価格を抑制することによって

この目的を果たそ うとする。一方企業家の保護のためには,高 率関税などの国内製品保護政

策 を取る。都市住民や企業家は輸入依存度が高いため,為 替の過大評価 を維持することが彼

らに とって有利 となる。 さらに外貨の必要性は数少ない輸出農産品への高率の課税を促すご

・とになる(Bates[1981:11-29 ,30-44,125-8])。

こうしてとられる政策は,人 口の大半を占める小農大衆 をは じめ農業部門にとって不利な

政策である。彼(女)ら が生産する食糧 と輸出農産品の価格抑制や直接課税 はもちろん,為

替の過大評価は輸出を抑制 し,輸 入品との競争において彼(女)ら を不利にする。同時に,

国内製品の保護は,そ の製品の消費者 としての彼(女)ら の負担になるのである。

ところで,こ うした政策は,農 民が合理的に行動す る限 りにおいて都市向け食糧生産を減

退させ ることになろう。それは政府の政治的意図に沿わない。そこで政府は一部の商業的大

規模農家に近代的投入物(機 械,肥 料,農 薬)な どを供与する食糧増産プ ロジェク トを濫発

す る。このことによって農業部門の,政 府の不利な政策への反対 は分断されることになる。

ここで政府は農業生産の収奪 と同時に振興 をはかっている。 まさに自己矛盾 した経済政策で

ある(Bates[1981:3-5,91-5][1983:118-128])。

そ して,一 連の政策 は,農 業全般を必ず しも振興 しないという意味で,比 較優位の観点か

ら大 きな問題である。小農に対 して収奪的な政策を採るという意味で貧困削減の目的にもと
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って もいる。では何故,小 農 という人口の大半 を占める勢力の意図は政策に反映 されないの

だろうか。それは,小 農には食糧のフォーマル市場向け生産に固執 して,そ の政府買取価格

を上げるよう政治要求 をする以外 に,イ ンフォーマル市場に販売する,作 物 を転換する,出

稼 ぎにゆくなどの選択肢がある。同時にそうした政治要求活動は,価 格 というものが生産者

の誰をも排除できない公共財であるためにただ乗 りを許すことになる。アフ リカの小農大衆

が散在 して住んでいることで組織化のコス トが高 くなることも相 まって,こ うした集合行為
　　

としての政治要求活動は失敗する運命にある(Bates[1981:82-7])。 この最後の点の説明は

言うまで もなくオルソンの議論の引き写 しである。そして,複 数政党制が存在せず,強 権に

よる弾圧があるために,小 農の政治的弱さはさらに助長 されることになる。

ベイツの論考は,1970年 代 までの開発政策が何故多 くの途上国で失敗せ ざるを得なかった

かを明 らかにしようとした努力と考えてよい。クル ッグマンが言うように,そ の開発政策の

失敗は,開 発経済学を一度 「死」に至 らしめた ものである。ベイッの説明によれば,開 発政

策が失敗す るのは,ア フリカの政府が社会の諸勢力 との資源配分のや り取 りのなかで,政 治

的合理性を優先するか らだ,と いうことになる。この説明は,新 自由主義的開発思潮 にとっ

て都合の よいものだった。経済的合理性を徹底 させるためには政府を退場 させればよいとい

う構造調整政策 を裏書するものだったからである。

だが,構 造調整政策によって自由化を達成 し,い わゆる 「民主化」を通 じて複数政党制へ

復帰 した後 もアフ リカでは持続的な開発 ・成長は生起 していない。

そ して,わ れわれの問題意識から言えば,ペ イツのアフ リカ政治経済分析 は,開 発途上国

における政府 と制度を論ずるもの としては不十分である。 ここでは2つ のことを指摘 してお

きたい。第1に,ベ イツ理論では,ア フリカ諸国がおしなべて,そ して他地域 と比べて際立

って経済的に低迷 していることの理由が十分 に説明できない。このことは別稿で詳 しく述べ
ユヨ

たが,例 えば東アジアとアフ リカの農業発展の違いをベイッ理論で説明できるだろうか。恐

らく政府が工業化 にインセンティブを与えようとし,小 農が人口の大半 を占めるという状況

については,束 アジアの高度成長以前 とアフ リカの独立後 とで異ならないだろう。相違する

のは,居 住形態であ り,ア フリカの小農は散住 しているという点だけであろう。

にもかかわ らず,東 アジアではあれほどの高度成長を促すような農業の発展が起こ り,ア

フリカでは逆の事態となったのは何故か。む しろ注目すべ きは,政 府の市場への規制介入な

どの世界のどこにでも当てはまる理由ではな く,ア フリカ諸国に共通で,し か も東アジアと

アフリカを大 きく隔てる事情であろう。東アジアにおいても,多 かれ少なかれ,政 治権力の

農産品市場への介入は見 られたのである。いやむ しろ封建制の歴史を考えれば,東 アジアの

政治権力の多 くは,小 農大衆の生産に介入 し,多 くを収奪 してきた。

これに対 してアフリカの政府 と農業の関係 を特徴づけるのは,ベ イツが指摘を しておきな
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がら,掘 り下げることのなかったこと,す なわち多数のアフリカの小農は,政 府の把握す る

流通経路 を回避 してインフォーマル市場での売却を選択することができるという事実である。

東アジアとの比較で言えば,ア フリカでは政府の規制介入の如何 よりも,政 治権 力による小

農生産の捕捉力の弱さ,自 給 自足 も含めたインフォーマルな生産,消 費 と流通の巨大 さこそ

が問題 とされるべ きである。 ここでこそ,ア フ リカの農民が散住形態をとっていることが重

要な要因 として検討されるべ きであろう。そしてそうした散住形態の背景には,土 地豊富な

資源賦存の下で,土 地集約的な移動式耕作,世 帯ごとの 自給 自足,村 落単位の相互扶助から

なる自己完結的な生活一生業の仕組みがあ り,さ らにその仕組みを織 り成 してきたアフリカ

小農の,ミ クロレベルの集合的な合理的選択があったと言ってよいだろ う。あ くまで,比 較

論で言えば,こ うした自己完結的な小農社会は,市 場の未発達 と政府の行政行為の欠如 とい

う前提の下で成 り立っていた。ペイッがアフ リカ国家論の根本問題 として語 らなければなら
ユる

なかったことは,こ うした市場 と政府の未発達 という現実だったのである。

第2に,ペ イッは,新 古典派 をその根本のところで乗 り越 えるという自己の誓約を果た し

ていない。ベイツは個 々人の自己合理性に限らない多面的な合理性を考慮することを宣言 し

たが,ペ イツのアフ リカ政治経済分析 に登場する主体は,政 府を除いて全て経済的に合理的

な選択のみをしている。そして,小 農を除 き,都 市住民ひとりひとり,各 企業家,個 々の農
　　

民の利害はアプ リオ リにそれぞれの集団の利害 に集約されるもの と考えられている。ベイッ

の主張す る政府の政治的に合理的選択は,つ まるところ社会の諸勢力の経済的利害の角逐の

なかで成 されるものなのである。果た してこれが政治的領域の経済的領域に対する独 自性の

説明に成 りえているのだろうか。む しろペイッは政治的領域の経済的領域への従属性 を裏書

きしたに過 ぎないのではないか。

ノースのように,個 人の自己合理性によって説明されえる市場経済の外か らも,制 度を説

明 しようとする方向性の方が,政 治 を含む非市場経済的な領域の独立性の説明としては,よ

り直戴的で,正 直だとも言ってよい。その誓約に従ってベイッがなすべきことは,自 己合理

性に加えて,属 する集団におけるアイデンティティや公共性への関心,利 他心,イ デオロギ

ーなど多面的な要素を持つ個人を土台として,(市 場)経 済的領域に対する政治的領域の独 自

性の解明の論理 を築 き上げてゆ くことではなかったか。

IV-3コ ミットメン トとエンタイ トルメントの政治経済学?

20世紀後半の開発経済学の歴史を概観 してその盛衰を論ずるにあたり,ク ルッグマ ンが見

落としているひとつの重要な流れがある。それは,ア マルティア ・センによって形成 された,

エンタイ トルメント(権 原)と ケイパビリティ(潜 在能力)を 基礎に置 くアプローチである。

センは,功 利主義的伝統に立っ主流派経済学の 「個人の主観的効用の拡大」という前提 自体
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を再検討 し,そ の代わ りに個人の選択の幅の拡大 を価値前提 とする。個人の選択の幅を決定

するのは,そ れぞれの個人のエンタイ トルメントとケイパビリティである。当然なが ら,エ

ンタイ トルメントとケイパビリティは個 々人によって異なる。従って,開 発が果たさなけれ

ばならないのは,集 計的な(す なわちいわゆるマクロ経済的な)富 の拡大であるよりもむ し

ろ,個 々人の選択の幅の拡大なのである。ただ,セ ンが繰 り返 し断っているように,経 済成

長な くして持続的な個々人の選択の幅の拡大 もあ りえない。重要なことは集計的な富の拡大

を開発にす り替えてはならないという点である。

セ ンがエンタイ トルメン ト・アプローチを応用 して,20世 紀の大飢謹のい くつかの,各 社

会集団への影響について精密な分析を行ったのが,1981年 にまとめられた『貧 困と飢謹』(Sen

[1981])で ある。同書は開発研究の歴史 を大きく塗 り変えることとなった。それ まで開発経

済学は,途 上国の経済水準や社会状態を先進国に近づける処方箋に過 ぎなかった と言 って も

言い過 ぎではないだろう。その開発経済学は,20世 紀最悪の飢饅のひとつであるベンガル大

飢謹 を知的原体験 とするセンの努力によって,実 際に途上国で生 じている貧困,飢 餓,飢 謹

という事態に向かい合うことになった。開発政策の究極的目標が,そ れぞれの特殊な状況 を

かかえた途上国において貧困や飢餓の撲滅を図ることなのであれば,そ れは遅すぎたものだ

ったかもしれない。

言 うまで もなく,セ ンの業績 は,開 発経済学に限定されるものではない。センは伝統的な

経済学を 「占領」 してきた自己利益に合理的な 「経済人」像を,単 一の選好順序 しか もたず,

その選好順序 によって選択 と行動が決定付けられ,ひ いては厚生水準 まで もが決められて し

まう,と いう著 しく単純な構造 しか持たない 「合理的な愚か者」であるとする。

そこで,セ ンはある個人がなした選択 と行動を,全 て自己合理的な選好順序の顕示(顕 示

選好)で あると捉えることをやめて,「共感」と 「コミットメン ト」という2つ の概念 を認め

ることを提唱する。共感 とは,あ る個人の感覚が他人の厚生水準の認識に直接依存 している

場合 をいう。典型的には他人が貧困に苦 しんでいることを知 ることが,あ る個人の効用を低

下させ ることは共感のはた らきによるものである。これに対 してコミットメントは,他 人へ

の配慮や義務感の故に,選 択可能な選択肢の中から,自 分にとって個人的な期待厚生を最大

化 しない選択肢を自覚 して選択することとされ る。 もしコミットメントを認めるなら,あ る

個 人のなした選択 と行動は,そ の個人の 自己合理的な顕示選好であるとい う伝統的なアプロ

ーチは見直 しを迫 られることになろう(Sen[1977:326 -9]) 。

人々のエンタイ トルメン トは,各 主体の他人への共感やコミッ トメ ントによって形づ くら

れる側面があろう。アフリカの農村では上で述べた主体間平準化がエ ンタイ トルメ ントを構

成する重要 な要素であるだろう。主体間平準化の ミクロ理論で解釈 しきれない部分 は,農 村

内の各個人 ・各世帯が互いに共感や コミッ トメントによって選択 をし,行 動することを概念
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として認めることによって初めて説明しつ くすことができる。

より一般論 を言えば,経 済学が常に悩まされてきた再分配の問題,そ れは貧困削減 を希求

すべ き開発研究にとっては一層切実な問題であるが,何 故ある社会が再分配を要請するのか,

とい うこと自体 は,共 感 とコミットメン トの概念 を認めることなくして理解することはでき

ないだろう。オルソンーペイツの展開 した,自 己合理的な個人の集合的選択 による社会的に

不合理な結果 という論理は,こ の点を全 く無視 している点で偏頗な説明だといわざるを得な

い。ベイツが構想 して果たせなかった多面的な個人の合理性 に基づ く政治経済学の構築は,

センのように個人の選択 と行動の原理その ものを問い直すことを出発点 として始められるべ

きだろう。スティグ リッッが示唆するような,社 会全体の厚生を向上 させようとする政府 は,

単純に自己合理的な人々のみで構成されるオル ソン的社会では成立 しようがないのである。

飢謹は,広 汎な人々のエンタイ トルメン トの崩壊 ととらえることができる。それは,開 発

研究 にとって最 も痛切な事態である。商店に積 まれた食糧の前で野垂れ死 にする人々(Sen

[1981:49])に 象徴 されるように,飢 鐘に対 して市場は往々にして無力である。そればか り

か,飢 饒の際に市場が引き起こす穀物相対価格の上昇 は,穀 物 を生産 しない人々を餓死に追

い込むこともある。そこで,セ ンは国際社会を含む人々の公共行動を提唱 した。その根底に

は,人 々は単純 に自己合理的ではな く,共 感 とコミッ トメン トを属性 として持つ存在である

という信頼があることは疑いない。公共行動の中心的主体 として想定されているのは,政 府

である。

飢鰹防止のための公共行動は,ア フリカで も一定の功 を奏 しているように思われる。1970

年代半ば と,1980年 代半ばに大飢謹を経験 したエチオピアでは,内 戦が終結 した1991年 以降,

何度 も旱魑 を経験 したが,大 規模飢饒の発生は防止 されてきた。それは国際社会 とエチオピ

アの政府が成 し遂げた一つの事蹟 と認めてよいだろ う(高 橋[2000])。

しかし,次 のことも認めなければならない。アフ リカの政府は,国 際社会の支援なしに飢

饅を防ぐことはできない。そればか りではない。飢饒,飢 餓,慢 性的な栄養失調などを解決

するには,自 給自足経済が依然 として基底にあるアフリカにおいては,各 世帯 ・各農村の食

糧 自給力を高めることが何 よりも決定的に必要である。それは,主 体間平準化などの在来の

制度によって規定され る低位生産力の均衡か らアフ リカ農村社会 を脱却させ る最 も重要な方

策であろう。食糧生産の拡大に多かれ少なかれ外来の技術が必要であ り,そ れに伴 う制度の

改変が必要ならば,や は り政府の役割が求められるだろ う。そして,新 しい技術 と制度を受

容するためには,農 村 レベルでは,農 民自らがその中に身をおいてきた在来の制度 を脱ぎ捨

ててゆ く集合的行為=公 共行動が必要であろう。アフリカでは,明 らかにそうした政府の役

割,農 村における公共行動が実を挙げていない。アフリカの食糧生産振興における政府 と農

村社会の双方の失敗には,ペ イッが見落 とした,政 府の行政行為が農村 において不在であっ
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たというアフリカの不完全国家の特殊な履歴が明らかに関わっている。

お わ り に

冒頭に掲げたウェーバーの 「経済行為」に関する定義は,20世 紀の大半を通 じた経済学の

関心のありかを如実に表 していると言えよう。経済学は暴力,そ して暴力を背後 に潜 ませた

正当な強制力,す なわち権力の問題を関心の対象か ら排除 して きた。それは自由に意思決定

を行う合理的経済人 という概念を結晶させ るのに役立ちは しただろう。が,経 済学が市場経

済原理の外にあるものについての十分な解釈 を行うことを妨げる原因ともなった,と 言って

よいだろう。それは資源配分の歪みの源泉 として政府 ・政治権力を忌避する新 自由主義思潮

が,一 方で同 じ政府に望 ましい改革を期待す るという 「新古典派のパラ ドックス」 という誤

りを犯 したことに典型的にあらわれている。

20世紀末に生 まれた開発研究の新 しい流れは,多 くがこうした従来の経済学の欠落 を補 お

うとする問題意識 をはらんでいる。だが,そ の試みは最終的には,経 済学の方法論的枠組み

を問うもの とならざるを得ない。少な くとも開発研究においては,制 度の改変が問題 とな ら

ざるを得ず,一 国ごとの実効的な制度の構築 と定着が問題なのだとすれば,そ れを裏打 ちす

るべ き政治権力の問題性が当然論 じられなければならなくなるはずである。

現実に存在する市場に完全な市場は存在 しない。不完全市場理論が必要とされる所以であ

る。それ と同 じように現実には社会の厚生 を至上命題 とし,市 場の不完全性を完全に補 う国

家など存在は しない。不完全国家を論ずることが必要なのである。 とりわけ貧困を解決する

公共行動を成功させて来れなかったアフリカをはじめとする途上国において,不 完全国家の

理論は切実に要請されるものだろ う。現実の不完全な国家を語ることな くして,経 済開発研

究の 「再生」は可能にはならない。

1

注

ウ エ ーバ ー[1979:303-4]。 ウ エ ー バ ー は 言 う,「 『経 済 行 為 』 と い う の は,財 の 処 分 力 の 平 和

的 な行使 で あ[る]」(同302頁)と 。

2 もちろん,従 属 理論 は,世 界 の中心 一周辺 システ ムの一 翼 を担 う現存 の途上 国政府 の あ り方 を

指 弾 し,そ の 解体 を唱 えた ので はあ ったが,そ う した革命 の後 に は,国 際 的従属 関係 を断 ち切 っ

た 国家の 自立 的発展 を政 府 が担 う ことが予定 され て いたの で あ る。

3途 上 国の,特 に農 村社 会や 農民 の行動 原理 をめ ぐって は,ポ ラ ンニー とその論敵 の 間の形 式 一

実在 論 争,ポ プ キ ンとス コ ッ トの 間の モ ラル ーエ コノ ミー論 争 な どの,知 的 には きわめ て奥 の深

い論争 が たた かわ され て きた。 しか し,構 造調 整 の背景 とな った経済 理論 は
,こ う した主体 の ミ

ク ロ的 な行 動原 理 につ いての議 論 につ いて十分 な定 見 を持 たず に,新 古典派経 済理 論 をマ ク ロ的

に応 用 した だ けの もの に とど まった。その 意味 で 明 らか に新 自由主義 的 な思 潮 は,開 発研究 の伝

統 と断絶 した とこ ろで途上 国経済 を議 論 して いたの で あ る。
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41980年 と1990年 とを比べ ると,資 金流 入 額 は約106億 ドル か ら97億 ドル に低 下 して い る一 方で,

累積 債務額 は,約6085億 ドル か ら約17690億 ドルへ と約3倍 に増 加 して い る(WorldBank〔2003])。

5こ の意 味 で,新 自由主義的 思潮 は,奇 妙 に も政 府性 善説 に立 つ ケイ ンズ経済 学 と軌 を一 に して

いる。 だが,ア フ リカ だけ でな く,世 界の どこに も,"ハ ーベ イ ・ロー ドに住 む人 々に よっ て運 営

され る政府"な ど存在 しな い。 と りわ け アフ リカの政 府 は,社 会 的厚 生 の極大 化 と公平性 を 目的

関数 とす る公権 力機構 の あ り方か らは著 しくか け離れ て いる。暴 力,政 府,そ して権 力 の分 析 な

しに,開 発 を語 るこ とはで きな い。 ア フ リカの現 実が我 々に突 きつ けて い るの は,そ う した知 的

要 請 であ る。

6ア フ リカの農村 家計 におけ る非分 離性 とその帰 結の 先行研 究 につ いて は福 西 がす ぐれ たサーペ

イ を行 って い る(同[2003:74-8])。

7開 発 の ミク ロ理 論の 成果 と して は,バ ー ダン・ウ ドリー[2001],黒 崎[2001],黒 崎 ・山形[2003]

な どが代 表的 な もので あ る。

8異 時 点間 の消費 平準化 と共 同体 内 の主体 間平 準化 の この点 までの議 論 につ いて は,福 西[2003:

76-8]を 参照 。

9稲 刈 り直前 の夜 陰に乗 じて村 内の人 間 と思 われ る ものが,他 人の稲 を全 て盗 み刈 りして持 って

ゆ くとい う例(高 橋[2000:19]参 照)な どが観 察 され てい る。

10周 知 の よ うにス テ ィグ リッツ は1997年 世界 銀行 の上 級副総 裁 に迎 え られ,世 界銀行 の理 論的 な

展 開 に大 きな役 割 を果 た す こ とに な る。 ス テ ィグ リッツの役 割 はウ ォル フ ェン ソン総 裁の 下で,

包括 的開 発枠組 や貧 困削減戦 略 へ と世銀 の政策 アプ ローチ を方向 転換 させ る一 因 とな った と考 え

て よいだ ろ う(Stiglitz[2002]参 照)。

11Emran・Shilpi[2001]は,農 村 にお け る市 場 の発展度 によ って複数 の均衡 が あ りえ る と し,低

位 均衡 におけ る協 調の失 敗 を克服 して よ り緊 密 な高 位の均 衡 に至 る ための商人=市 場仲 介業 者の

活 動の 重要性 を指摘 した。

12ペ イ ツの ア フ リカ政治 経済 分析 の解 説 につ いて は高橋[2003:234-241]を 参照 。

13高 橋[2003:244-245]で 議 論 を展 開 したの で参照 され た い。

14こ の 点 につ いて も高橋[2003:256-265]で 詳 しく議 論 を展 開 したの で参照 され た い。

15本 文 で既 に述べ た ように,小 農 に つい ては,そ の 全体の利 害 が集合 行為 の難 しさに よっ て集約

され に くいこ とが詳 細 に説明 されて い る。 この 点の批 判 につ いて はStein・Wilson[1993:1041,

1046-1047,1053]を 参照 の こ と。 しか し,そ れ が東 ア ジアの農民 との違 い を十分 に説明 で きてい

な い こ とは,既 に述 べ た とお りであ る。

16恐 ら く成功者 に対 して暴 力的 にその富 を減 らす とい う活動 が起 こるの は,セ ンの 言 う 「共感」

の逆 作用 「反 感 」 と して解 釈 す るこ とがで きる。
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